
（単位：百万円）

10,329 25,707

1,544 13,770

523 37

4,550 6,583

28 666

7 75

2,583 327

746 142

34 958

14 659

297 1,174

146

866

298

75,501 26,436

16,143 11,631

13,908 1,671

30,912 9,766

2,194 142

2,587 3,225

9,754

848

7,336

1,421

422

1,053 52,144

△ 1,327

9,177

2,335

1,975

1,971

4

4,921

225

4,696

0

4,695

△ 55

24,508

2,546

21,962

33,686

85,830 85,830

未 払 消 費 税 等販 売 土 地 及 び 建 物

投 資 そ の 他 の 資 産

純 資 産 合 計

退 職 給 付 引 当 金

そ の 他 の 固 定 負 債

関 係 会 社 株 式

投 資 有 価 証 券

そ の 他 の 投 資 等

資 本 剰 余 金

資 本 金

貸 倒 引 当 金

利 益 剰 余 金

負 債 合 計

負 債 純 資 産 合 計資 産 合 計

評 価 ・ 換 算 差 額 等

土 地 再 評 価 差 額 金

利 益 準 備 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

その他有価証券評価差額金

株 主 資 本

繰 越 利 益 剰 余 金

前 払 年 金 費 用

長 期 貸 付 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

資 本 準 備 金

自 己 株 式

（ 純 資 産 の 部 ）

建 設 仮 勘 定

そ の 他 の 流 動 負 債

固 定 負 債

鉄 ・ 軌 道 事 業 固 定 資 産

各 事 業 関 連 固 定 資 産

不 動 産 事 業 固 定 資 産

固 定 資 産

自 動 車 事 業 固 定 資 産

長 期 借 入 金

再評価に係る繰延税金負債

短 期 貸 付 金

賞 与 引 当 金

未 払 法 人 税 等

前 払 金

未 払 金

前 受 収 益

未 払 費 用

預 り 金

貯 蔵 品

未 収 収 益

（ 負 債 の 部 ）

現 金 及 び 預 金

流 動 負 債

１ 年 内 償 還 予 定 の 社 債

流 動 資 産

そ の 他 の 流 動 資 産

前 受 運 賃前 払 費 用

貸　借　対　照　表
（2024年３月31日現在）

科 目 金 額 科 目 金 額

短 期 借 入 金

未 収 運 賃

（ 資 産 の 部 ）

圧 縮 積 立 金

繰 延 税 金 負 債

未 収 金

前 受 金

預 り 連 絡 運 賃
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1,582

営 業 収 益

鉄 ・ 軌 道 事 業

損　益　計　算　書

（2023年４月１日から2024年３月31日まで）

（単位：百万円）

科 目 金 額

6,732

営 業 費 7,114

営 業 損 失 382

自 動 車 事 業

営 業 収 益 9,114

営 業 費 10,560

営 業 損 失 1,445

不 動 産 事 業

営 業 収 益 4,670

営 業 費 3,482

営 業 利 益 1,187

全 事 業 営 業 損 失 640

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 365

そ の 他 の 収 益 44 409

営 業 外 費 用

支 払 利 息 210

そ の 他 の 費 用 59 270

経 常 損 失 500

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 1

874工 事 負 担 金 等 受 入 額

運 行 補 助 金 1,676

新型コロナウイルス感染症に係る助成金 41

受 取 補 償 金 1

そ の 他 4 2,600

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 22

固 定 資 産 圧 縮 損 839

減 損 損 失 304

投 資 有 価 証 券 評 価 損 416

税 引 前 当 期 純 利 益 516

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 △ 53

法 人 税 等 調 整 額 14 △ 39

当 期 純 利 益 555
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（単位：百万円）

資本 その他 資本 利益 利益 自己 株主

資本金 準備金 資本 剰余金 準備金 圧縮 繰越 剰余金 株式 資本

剰余金 合計 積立金 利益 合計 合計

剰余金

2,335 1,971 4 1,975 225 0 4,311 4,537 △ 55 8,793

剰余金の配当 △ 182 △ 182 △ 182

当期純利益 555 555 555

自己株式の取得 △ 0 △ 0

土地再評価差額金の取崩 10 10 10

株主資本以外の項目の当
期変動額（純額）

－ － 0 0 － － 383 383 △0 383

2,335 1,971 4 1,975 225 0 4,695 4,921 △ 55 9,177

その他 土地 評価・ 純資産

有価証 再評価 換算差 合計

券評価 差額金 額等

差額金 合計

989 21,972 22,962 31,756

剰余金の配当 △ 182

当期純利益 555

自己株式の取得 △0

土地再評価差額金の取崩 10

株主資本以外の項目の当
期変動額（純額）

1,556 △ 10 1,546 1,546

1,556 △ 10 1,546 1,930

2,546 21,962 24,508 33,686

評価・換算差額等

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

（2023年４月１日から2024年3月31日まで）

株主資本

資本剰余金 利益剰余金

その他利益剰余金

当期首残高

当期変動額

当期変動額合計

当期末残高

当期首残高

当期変動額

当期変動額合計

当期末残高
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個 別 注 記 表 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 
（１）資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法
満期保有目的の債券
原価法 

子会社株式及び関連会社株式 
移動平均法にもとづく原価法 

その他有価証券 
市場価格のない株式等以外のもの 
時価法 
（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定） 

市場価格のない株式等 
  主として移動平均法にもとづく原価法 

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法
評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

販売土地及び建物  個別法 
貯 蔵 品  移動平均法 

（２）固定資産の減価償却の方法 
(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、1998 年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備
は除く）並びに 2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法を
採用しております。また、鉄軌道事業固定資産の構築物のうち取替資産については取替法を
採用しております。 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内におけ

る利用可能期間（５年）にもとづく定額法によっております。 
(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス･リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

（３）引当金の計上基準 
(1) 貸倒引当金

諸債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率による計算額を、
貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討した貸倒見積額を計上してお
ります。 

(2) 賞与引当金
  従業員に支給する賞与に充てるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を計上しており
ます。 

(3) 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額にもとづき、当事業年度末において発生している額を計上しております。 
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方

法については、期間定額基準によっております。 
なお、過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数(11年)による按分額を費用処理しております。 
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

(11年)による按分額を、それぞれ発生の翌事業年度より費用処理しております。  
(4) 関係会社事業損失引当金

関係会社の事業に伴う損失に備えるため、関係会社の資産内容等を勘案し、当社が負担す
ることとなる損失見込額を計上しております。 

（４）収益及び費用の計上基準 
当社における収益は、主に運輸サービス、マンション・戸建て等の不動産物件の販売によるも

のです。 
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運輸サービスに係る収益は、主に定期運賃、または定期外運賃によるものであり、顧客に対し
運輸サービスを提供する履行義務を負っております。定期運賃による履行義務は、有効利用期間
にわたって充足されるものとし、有効利用開始日から有効利用終了日に応じて日割りで収益を認
識しております。定期外運賃による履行義務は、主に、顧客の輸送が完了した一時点において充
足されており、この時点で収益を認識しております。 
マンション・戸建て等の不動産物件の販売にかかる収益は、物件の引き渡しが完了した一時点

において履行義務が充足されており、この時点で収益を認識しております。 
（５）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

(1) 繰延資産の処理方法
社債発行費は支出時に全額費用処理しております。 

(2) ヘッジ会計の処理
金利スワップについては特例処理の要件を満たしているため、特例処理を採用しておりま

す。 
(3) 工事負担金等の会計処理

工事完成時に当該工事負担金等相当額を取得した固定資産の取得原価から直接減額して計
上しております。 
なお、損益計算書においては、工事負担金等受入額を「工事負担金等受入額」として特別

利益に計上するとともに、固定資産の取得原価から直接減額した額を「固定資産圧縮損」と
して特別損失に計上しております。 

(4) 消費税等の会計処理
資産に係る控除対象外消費税等は、発生事業年度の期間費用としております。 

(5) 退職給付に係る会計処理
退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の

方法は、計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。 
(6) グループ通算制度の適用

グループ通算制度を適用しております。 

２．収益認識に関する注記 
 収益を理解するための基礎となる情報 

「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりで
あります。  

３．重要な会計上の見積り 
（１）繰延税金資産の回収可能性 

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額
当事業年度に計算書類に計上した繰延税金資産の金額はありません。

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
  当社では、繰延税金資産の回収可能性について、「繰延税金資産の回収可能性に関する適用
指針」（企業会計基準委員会 企業会計基準適用指針第 26 号）で示されている会社の分類、一
時差異の将来解消見込年度のスケジューリングなど将来の課税所得の十分性を考慮して、繰延
税金資産の回収可能性の判断を行っております。将来の課税所得の見積りについて、主として
取締役会により承認された翌事業年度の事業計画を基礎として見積りを行っております。しか
しながら、当該計画の前提となる移動需要やインバウンド需要など利用者の動向については不
確定要素が多く、翌事業年度の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

（２）鉄軌道事業に係る固定資産の減損の判定 
(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

  鉄軌道事業については継続して営業損失が計上されていることから、減損の兆候があると判
断し、減損損失の計上の要否について検討を行いました。鉄軌道事業に係る固定資産の帳簿価
格は 18,369百万円（有形固定資産 17,809百万円、無形固定資産 559百万円）であります。減
損の認識及び測定の結果、正味売却価額が簿価を上回ると判断されたため、減損損失は計上し
ておりません。 

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
 通勤・通学客輸送が中心の鉄軌道事業においては、新型コロナウイルス感染症の影響からは
回復基調にあるものの、少子高齢化の進行による就業・就学人口の減少、新型コロナウイルス
感染症の影響による生活様式の変化等により、鉄軌道事業の資産グループが使用されている営
業活動から生ずる損益が、継続してマイナスとなっております。このため、当事業年度におい
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て、減損の兆候が認められ、減損損失の認識及び測定を実施しているものの、減損損失の測定
において回収可能価額が帳簿価額を上回っていることから減損損失を認識しておりません。減
損損失の測定においては、回収可能価額は正味売却価額と使用価値のいずれか高い金額となり
ます。鉄軌道事業における回収可能価額は、鉄軌道用地の正味売却価額により測定しておりま
すが、当該金額の算定には時価として不動産鑑定評価基準に基づいた金額を使用しております。 

４．貸借対照表に関する注記 
（１）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
（２）担保に供している資産及び担保に係る債務 

(1) 担保に供している資産
貯蔵品 457 百万円 
鉄・軌道事業固定資産 13,813 
自動車事業固定資産 5,076 
不動産事業固定資産 10,811 
各事業関連固定資産 729 
投資有価証券 1,063 

計 31,952 

(2) 担保に係る債務
短期借入金 3,350 百万円 
長期借入金 13,919 
（１年内返済予定額を含む） 
 その他 391 

計 17,661 

（３）有形固定資産の減価償却累計額  45,141  百万円 
（４）事業用固定資産 

有形固定資産 61,839 百万円 
土地 40,496 
建物 12,768 
構築物 4,081 
車両 3,299 
その他 1,193 

無形固定資産 1,319 

（５）債務保証等 

関係会社の銀行ほかの借入金等に対し、債務保証及び保証類似行為を行っております。 
(1) 債務保証

広電建設㈱ 200 百万円 
広電エアサポート㈱ 96 

(2) 保証予約
広電エアサポート㈱ 40 

（６）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 
短期金銭債権 283 百万円 
長期金銭債権 2,273 
短期金銭債務 3,907 
長期金銭債務 7 

（７）固定資産の取得原価から直接減額された工事負担金等累計額 
固定資産のうち取得原価は下記の金額だけ国庫補助金、工事負担金等の受入のため圧縮記

帳を行っております。 
24,152 百万円 

（８）土地の再評価 
土地の再評価に関する法律（平成 10年３月 31日公布法律第 34号）及び土地の再評価に関する

法律の一部を改正する法律（平成 13 年３月 31 日改正）にもとづき、事業用土地の再評価を行っ
ております。 

・再評価の方法  土地の再評価に関する法律施行令（平成 10年３月 31日公布政令第 119
号）第２条第３号に定める固定資産税評価額に合理的な調整を行って算
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定する方法にもとづいて算定しており、再評価差額のうち税効果相当額
を固定負債の部に「再評価に係る繰延税金負債」として、その他の金額
を純資産の部に「土地再評価差額金」として計上しております。 

・再評価を行った年月日  2001年３月 31日 

５．損益計算書に関する注記 
（１）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
（２）営業収益 20,517  百万円 
（３）営業費 21,157  百万円 

運送営業費及び売上原価 15,051 百万円 
販売費及び一般管理費 3,150 
諸税 905 
減価償却費 2,050 

（４）関係会社との取引高 
営業取引による取引高 
営業収益 158 百万円 
営業費 1,505 

営業取引以外による取引高 634 

６．株主資本等変動計算書に関する注記 
（１）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
（２）当事業年度末における自己株式の種類及び株式数 

普通株式 69,346 株 

７．税効果会計に関する注記 
（１）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因 

繰延税金資産 
税務上の繰越欠損金 2,362 百万円 
関係会社株式評価損 1,356 
賞与引当金 264 
貸倒引当金 404 
減損損失 118 
退職給付引当金 43 
未払法定福利費 41 
未払事業税 19 
投資有価証券評価損 16 
その他 66 

繰延税金資産小計 4,694 
税務上の繰越欠損金に係る評 
価性引当額 

△2,362

将来減算一時差異の合計に係る 
評価性引当額 

△2,331

評価性引当額小計 △4,694

繰延税金資産合計 － 

繰延税金負債 
前払年金費用 △128 百万円 
退職給付信託返還有価証券 △413
その他有価証券評価差額金 △1,107
その他 △21

繰延税金負債合計 △1,671

繰延税金負債純額 △1,671
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（２）法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理 
当社は、グループ通算制度を適用しており、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開

示に関する取扱い」（実務対応報告第 42 号 2021 年８月 12 日）に従って、法人税及び地方法人税
の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理並びに開示を行っております。 

８．関連当事者との取引に関する注記 

子会社等 

属性 
会社等の 

名称 

資本金 

又は 

出資金 

(百万円) 

事業の内容 

議決権等の 

所有割合

（％） 

関連当事者との関係 

取引の内容 
取引金額 

（百万円） 
科目 

期末残高 

(百万円) 
役員の 

兼任等 

事業上の 

関係 

子会社 
㈱グリーンバー

ズ・ヒロデン 
90 

レジャー・

サービス業
100.0 兼任4人 

資金の貸付 

役員の兼任 

資金の賃借 

（注1,2） 
99 

長期貸付金 1,381 

利息の受取 2 

（注）１．子会社に対する貸付金は、当事業年度において当社グループ内で導入したＣＭＳ制度による

ものであり、資金調達の安定化及び調達コストの低減を目的として行っているものでありま

す。なお、金利につきましては、当社が調達する際の市場金利を勘案して合理的に決定して

おります。 

  ２．㈱グリーンバーズ・ヒロデンを含むすべての子会社等への貸倒懸念債権に対し、1,327 百万

円の貸倒引当金を計上しております。また、当事業年度において 46 百万円の貸倒引当金繰

入額を計上しております。 

９．１株当たり情報に関する注記 
（１）１株当たり純資産額  1,108円 97銭 
（２）１株当たり当期純利益  18円 30銭 
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